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った。この研究 1 で得られた状況を基に，研究 2 では，主張行動の正当性が低い場面と高
い場面とを刺激場面として作成し，話し手が正当性の低い場面において，正当性の高い場
面よりもより間接的な自己主張をすることを検証した。 
研究 3 では，研究 2 において主張行動の話し手の立場から検討をおこなったのに対して，
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グ(以下 AT; assertiveness training/ assertion training)と呼ばれる。AT は米国で始まり，
1970 年代より行動療法における主要な研究テーマの一つになった(三田村, 2008)。今日，我
が国でも AT は広く実践され一般にも非常に注目されている(平木, 2004)。我が国における 
 
注 1）このレヴューは以下の刊行済みの論文を基に作成した。 
三田村仰 (2008). 行動療法におけるアサーション・トレーニング研究の歴史と課題. 人文論究 
(関西学院大学人文学会) 58, 95-107. 
三田村仰・松見淳子 (2010a). アサーション(自他を尊重する自己表現)とは何か？ ―“さわやか”と
“しなやか”，2 つのアサーションの共通了解を求めて―. 構造構成主義研究 4, 158-182.  












ションの定義の拡張反対論派(Jakubowski-Spector, 1973; Lazarus, 1971)は，アサーション
の意味をこれ以上あいまいにすべきでないと主張した。その後も，アサーションの定義は
増え続け，Wilson & Gallois (1998)によれば，アサーションの定義は，少なくとも専門文献
で用いられているもので 13 個，一般書では 23 個のそれぞれ異なるものがあったことが分
かった。こういった様々なアサーションの定義をいくつかのカテゴリーにまとめると，「肯
定的結果を招く行動(Rich & Schroeder, 1976)」(本稿で後に紹介する機能的定義)，「自己主
張(Rathus, 1973; Salter, 2000; Wolpe & Lazarus, 1966)」，「個人の権利の主張(Alberti & 
Emmons, 1970; Lange & Jakubowski, 1976)」などに分けることができる。しかし，アサ
ーションは多元的(Linehan & Egan, 1979)であるとされ，数ある定義のカテゴリー分けさ
え一定したものではない(J. P. Galassi, Galassi, & Vedder, 1981)。定義の問題については既
に詳しいレヴューがいくつかある(M. D. Galassi & Galassi, 1978; 三田村・松見, 2010a; 
















的アサーションという 2 つのアサーションを定義している。 
Ⅰ-1-(2) 率直型アサーション 
三田村・松見(2010a)によれば，率直型アサーションとは，「自他を尊重する率直な主張行
動」(Alberti & Emmons, 1970; 平木, 1993; Lange & Jakubowski, 1976; 森田, 1998)とい
う典型的なアサーションの定義である。率直型アサーションはアサーションの定義として






るとして，アサーション（主張行動）の必要性を説いた(Salter, 1949 / 2000, p. 17)。ここ
での Salter の発想が「率直さ」を強調する率直型アサーションの起源になっている。 
率直型アサーションの誕生から発展まで 
その後 10 年を経て，Wolpe (1958)は，AT を開発する。Salter の考えを継承する Wolpe
による「アサーション(主張反応, assertive response)」の位置づけは，神経症における不安
症状に拮抗する怒りの反応であった。つまり，正当な怒りの表出としてのアサーションが，




1970 年代初頭からは，率直型アサーションに基づく AT の効果研究が精力的に実施され
た(M. E. McFall, Winnett, Bordewick, & Bornstein, 1982; R. M. McFall & Lillesand, 
1971; R. M. McFall & Marston, 1970; R. M. McFall & Twentyman, 1973)。例えば，R. M. 
McFall & Marston (1970)は，42名の非主張的な大学生を a) 「フィードバック介入法あり」
の AT 群，b) 「フィードバック介入法なし」の AT 群，c) プラセボ群(対話形式の洞察型の
セラピー)，d) 非介入群の 4 群に無作為に割り当て AT におけるフィードバック介入法の効
果を検討した。各介入の前後にアセスメントとして，「友人が勉強の邪魔をしてくる」など
の場面についての音声による刺激を提示し，この時の参加者の主張行動の音声を記録した。







また，この頃からアサーションについて自己記入式による質問紙尺度(Deluty, 1979; J. P. 
Galassi, DeLo, Galassi, & Bastien, 1974; Rathus, 1973)が多数開発された。こうしたアサ
ーションの測定尺度の開発(Blanchard, 1979; Burkhart, Green, & Harrison, 1979; Del 
Greco, 1983; 濱口, 1994; Hull & Hull, 1978; 伊藤, 1998; Nevid & Rathus, 1978; 柴橋, 
1998; 玉瀬・越智・才能・石川, 2001)も，アサーションを構成する要素についての研究
(Fukuyama & Greenfield, 1983; J. P. Galassi & Galassi, 1979; Henderson & Furnham, 
1983; Kipper & Jaffe, 1978; Linehan & Walker, 1983; Lorr & More, 1980; MacDonald, 
1978; 菅沼, 1994, 2000; 渡部, 2006, 2008)やより社会心理学的な観点からのアサーション




 McFall らのおこなったような実証的な AT 研究を実施するには，アサーションを具体的
で測定可能な行動として扱う必要がある。今日，アサーションは，認知を含む構成概念















問題にかかわるときの有効な対応法として認識されて」いった(平木, 1993, p. 53)。当時米
国でベストセラーとなった Alberti & Emmon(1970)のアサーションについての一般向け書
籍，『Your Perfect Right（あなたの完全なる権利）』のタイトルもアサーションと人権との
強い結び付きを象徴している。学術的な領域でも，米国の女性の行動療法家







(Smith, 1975)というものが AT 参加者に教育される。 
多くのアサーションの研究者や実践家は，「本質的に，率直に自己主張することは率直で
ない自己主張よりも望ましい」と考えてきた(Goldstein-Fodor & Epstein, 1983; 三田村・












ったと考えられる(三田村・松見, 2010a, p. 181)。 
Ⅰ-1-(3) アサーションの形態的定義 
 率直型アサーションの特徴は，自己主張における「率直さ(direct, honest)」(Lange & 
Jakubowski, 1976)にある。言い換えると，率直型アサーションは，自らの感情や考えを率


































を示す傾向にあり(De Giovanni & Epstein, 1978)，研究者が設定した「アサーション」を
研究参加者はしばしば「攻撃的主張行動」と評価する傾向にある(Hess, Bridgwater, 
Bornstein, & Sweeney, 1980; Kelly, Kern, Kirkley, Patterson, & Keane, 1980; Lao, 
Upchurch, Corwin, & Grossnickle, 1975; St. Lawrence, Cutts, Tisdell, Hansen, & Irish, 





























































 その後，Goffman(1967)のフェイスの概念を基軸に，語用論の流れから Brown & 
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Levinson (1978)のポライトネス理論やそれを発展させた宇佐美(宇佐美, 1998; Usami, 
2002)によるディスコース・ポライトネス理論が構築された。Brown & Levinson (1978)や
宇佐美(宇佐美, 1998; Usami, 2002)による「ポライトネス(politeness)」とは「配慮的」も
しくは「適切」を意味する用語である。 




例 4 「ちゃんとやって置いて。」 
例 5 「誠に恐縮ではございますが，お願いさせていただいても宜しいでしょうか。」 
       a     b            c         d 
上記の例 4 と例 5 とでは，例 4 が不躾にみえる主張行動の形態であるのに対し，例 5 の
主張行動の形態についてみると a. 謝罪表現(恐縮)，b. 丁寧語(です・ます)，c. 謙譲語(いた
だく)および d. 間接表現(宜しいでしょうか。)が含まれることから，より丁寧な主張行動で
あると言えそうである。 
ところが，語用論的ポライトネス理論の観点(Brown & Levinson, 1978; 宇佐美, 1998; 



















に適切な主張行動にはならないという「アサーションの社交的影響 (social impact, 




れた。例えば，「共感(empathy)を付加した率直な主張行動(Heisler & Shipley, 1977; Pitcher 
& Meikle, 1980)」が単に率直な主張行動(assertion)と比較して，より「親切」でより「敵
対性が低い」と評価されることが示された(Woolfolk & Dever, 1979; Zollo, Heimberg, & 
Becker, 1985)。また，Romano & Bellack (1980)は「共感性」に加え，「配慮」や「譲歩
(compromise)」が適切で率直な主張行動にとって必要な要素であることを示した。これら












ュディの発言に続き，ジョンによる a) 単に率直な主張行動(assertive response)と b) 共感
的で率直な主張行動(empathic-assertive response)の 2 種類の反応が提示される。 
1．ジュディ：「ねぇ，ジョン，雑誌を一冊買ってくれない？」 
(So John, will you take a magazine?)  
a) 率直な主張行動：「いいや，どれも欲しくないな。」 
(No. I don’t want any.)  
b) 共感的で率直な主張行動：「いいや，残念だけど，どれも欲しくないな。」 
(No. I’m sorry, but, I don’t want any.) 
2．ジュディ：「一冊は気に入ったものがない？ただの一冊買ってくれるだけで， 
コンテストで優勝するのに私すごく助かる。」 
(Isn't there one magazine that you like? If you take just one, 
 it'll really help me win the contest.) 
a) 率直な主張行動：「いやジュディ，本当に読みたいものが一冊もないんだよ。」 
(No Judy, I really don't see any that I want.) 
b) 共感的で率直な主張行動：「君には本当にコンテストで優勝して欲しいよジュディ。 
ただ，本当に見たいものが一冊もないんだよ。」 
(I really hope that you win the contest Judy,  

























(Goldstein-Fodor & Epstein, 1983; Linehan & Egan, 1979)。アサーションを率直な主張行
動として形態的に捉えることは，アサーションを適用する領域を限定するという課題を生
































に多くの検討がなされてきた(e.g., Berry, 1989; Draguns & Tanaka-Matsumi, 2003; Hall, 
1976; 一言, 2009; Kitayama, Markus, & Kurokawa, 2000; Matsumoto, 2000; Nisbett, 
Peng, Choi, & Norenzayan, 2001; 田中, 1998)。Markus & Kitayama (1991)は，心理学領
域における文化の要因の重要性を示すため，欧米文化に代表される「相互独立的
(independent)自己観」と日本を含む東洋で優勢な「相互協調的(interdependent)自己観」










人に比べ周囲との調和を好むことが示されている(Ohbuchi & Fukushima, 1999)。また，
相互独立的自己観の傾向が低く，相互協調的自己観の傾向が高い個人ほど，他者配慮的な
心性である対人恐怖が強く，他者に迷惑をかけることを懸念することが示されている








1998; 菅沼, 1994; 玉瀬・越智・才能・石川, 2001)。例えば伊藤(2001)は，日本におけるア
サーションのあるべき姿として，1) 本人にとって有用であること，2) 周りへも適応的であ
ること，3) 日本のコミュニケーションのあり方に有意義かつ調和していることの 3 点を挙
げている。また，用松・坂中(2004)は「権利」以外の概念による我が国の文化からみたアサ









中で行動を捉える必要がある(Dumas, 1989; Goldfried & D'Zurilla, 1969; Lakoff, 1972, 






いない(Azrin & Hayes, 1984; Rakos, 1991, p. 9; Trower, 1982)。行動の「適切さ」や「効
果性」は文脈に依存するが(Holtgraves, 1994; Lakoff, 1972; Pryor, Butler, & Boehringer, 
2005; St. Lawrence et al., 1985)，形態的定義では，対人スキルの文脈依存性を十分に考慮
することができないのである(Hersen, Eisler, & Miller, 1973)。 
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更にこの実験では，複数の要因による交互作用も認められ，Eisler et al. (1975)は，アサ




示されるなど(Fischetti, Curran, & Wessberg, 1977; Trower, 1980)，文脈に合わせて行動
を柔軟に変化させることの重要性が指摘されている(Fischetti, 1984; Morrison & Bellack, 
1981; Rothenberg, 1970; Snyder, 1974; Trower, 1980)。また聞き手の立場からも文脈によ
って主張行動に対する評価がどのように変わるかが検討されるようになっている(Heisler 
































能性(social competenc)の定義(Goldfried & D'Zurilla, 1969)に由来している。 
機能的定義は，文脈に応じた「効果的」な主張行動を捉えることができる。しかし，効
果的でさえあればどんな主張行動でもよいとなれば，暴力や搾取といった攻撃的主張行動
までアサーションに入ってしまう(三田村, 2008; Rakos, 1979)。 
機能的定義における適切さ 
Linehan(Linehan, 1984; Linehan & Egan, 1979)は，これまでの「課題達成」に加え，
機能的定義に「相手との関係性の維持・改善(relationship effectiveness)」，「自尊心の維持・
向上(self-respect effectiveness)」の 2 つの機能を加えた。これら 2 つの機能が加わること
で，機能的定義は，課題達成と適切さの双方を捉えられると仮定される。 


















a) 「課題達成」(Goldfried & D'Zurilla, 1969; Heimberg et al., 1977; Linehan & Egan, 
1979; Rich & Schroeder, 1976)と，同じく主張行動の結果，聞き手がその主張行動をより適



































Ⅱ-1 研究 1 自己主張が困難な状況とその理由についての調査 














三田村仰・松見淳子 (2009). 自由記述によるアサーション抑制要因の検討 ―言いたいことが言え




要な状況や意見が表明したい状況などが扱われてきた(平木, 1993; Wolpe & Lazarus, 
1966)。一方，それ以外の様々な状況においても主張行動は必要であり，また主張行動が困





とアサーションとが負の相関を示すこと(Mitamura, Takeshima, Tanaka-Matsumi, & 







(Kleinknecht, Dinnel, Kleinknecht, Hiruma, & Harada, 1997; Russell, 1989)。 
Ⅱ-1-(2) 研究 1 方法 
近畿地方の大学生および医療福祉系の専門学校生 98名(男 51名，女 47名，平均年齢 20.15 
(2.76))を対象に『主張行動が困難な場面とその理由』について自由記述で回答を求めた。質
問では，1) 主張行動が困難な状況と 2) 自己主張したかったことをそれぞれ回答させた。 
 25 
 
Ⅱ-1-(3) 研究 1 結果 
 アサーションに関する先行研究(Alberti & Emmons, 1970; 濱口, 1994; 平木, 1993; 菅






















主張行動が困難な状況として得られた全 88 の状況の内，2 名の評定者による評定が一致





















































































































各分類カテゴリーの評定者間一致率はそれぞれ κ = .55 - .79 であった(Table 1-3)。Landis 
& Koch (1977)によれば，κ 係数は 0 以上.2 未満が“軽度の一致（slight）”，.2 以上.4 未満
が“一致（fair）”.4 以上.6 未満が“中等度の一致（moderate）”，.6 以上.8 未満が“高度の
一致（substantial）”.8 以上が“ほぼ完全な一致（almost perfect）”とされている。 










慮懸念 1～4」，「評価懸念 5～6」，「その他 6～10」が含まれる。

























の 41%，評価懸念が全体の 21%を占めていることが分かる。 
Ⅱ-1-(4) 研究 1 考察 
 率直型アサーションに基づく AT では，率直に自己主張することは基本的人権(「アサー
ション権」)の一つで，普遍的に正当であるとされる(Alberti & Emmons, 1970; 平木, 1993; 














的スキルの重要な要素として扱われている(堀毛, 1991; 菊池, 1988)。とりわけ日本文化に
おいては他者配慮が重要であり(中山, 1989; 岡野, 2003; 田中・中島, 2005)，対人恐怖とい













Ⅱ-2 研究 2 自己主張の正当性の違いによる話し手の主張行動 
の変化 
Ⅱ-2-(1) 研究 2 序 
既に述べたように，元来 AT は「理不尽な依頼をされた場面」や「明らかに相手に非があ
るような場面(購入した商品の欠陥など)」など主張行動の正当性が高い文脈を想定して実践






の場合，行動の適切さとは文脈に依存すると考えられている(Argyle & Henderson, 1985; 
Brown & Levinson, 1978; 清水・小杉, 2010)。実際，Price & Bouffard(1974)によれば，
適切と受け取られる行動の形態は，文脈によって変化することが示されている。 
適切さの文脈依存性 
 率直型アサーションが直接型自己主張の正当性を強調するのに対し (Lange & 
Jakubowski, 1976)，一般に他者を配慮して自己主張する場合，人は間接型自己主張を使用




注 3）この研究は研究 3 と共に以下の論文として刊行されている。 
三田村仰・松見淳子 (2010c). アサーションの文脈依存性についての実験的検討：話し手と聞き手










うした不合理さの一方で，他者配慮という機能を備えている(Leech, 1983; 滝浦, 2005; 
Thomas, 1995)。 
語用論の流れを汲む Brown & Levinson (1978)によれば，文化普遍的に，話し手は聞き
手のフェイス(face)を守るために，文脈にあった適切な主張行動を選択するとされる。
Brown & Levinson (1978)は，英語，日本語をはじめタミール語など様々な文化における言
語を研究し，いずれの文化においても共通した配慮表現のルールがあることを見出した。
より丁寧に自己主張しようとする程，話し手はより間接的な表現を用いるのである




げられ，a) 聞き手との関係性(石川・無藤, 1990)，b) 自己主張の内容が聞き手に及ぼす負























について，欧米の研究では女性より男性の方が主張的であり(Nevid & Rathus, 1978; 
Orenstein, Orenstein, & Carr, 1975)，アサーションという価値観自体も男性的なものであ





仮説 1b：より冗長な主張表現を用い，仮説 2b：より多くの謝罪表現を使用する。 
 35 
 
Ⅱ-2-(2) 研究 2 方法 
実験参加者は，近畿地方の医療福祉系専門学校の専門学校生 108 名(男性 45 名，女性 63
名)，平均年齢 19.78 歳(SD = 2.99)であった。実験の実施期間は 2009 年 6 月から 2009 年 9
月であった。 
実験参加者と実施期間 
Beeb, Takahashi, & Uliss-Weltz (1990)の会話完成テストを参考に自己主張が必要な場
面からなる会話完成テストを実施した。会話完成テストでは実験参加者に特定の場面が提
示され，当該の場面における実験参加者の言語的な反応について自由記述が求められた。 
会話完成テスト(Discourse Completion Test ) 
研究 2 では，研究 1 で収集した主張行動が困難な場面として挙げられた「依頼・断り」
の記述を参考に「飲み会の誘いを断りたい場面」，「貸したお金を返して欲しい場面」，「ア
ルバイトのシフトを交代して欲しい場面」の 3 場面が選択され，更にこの 3 場面について，
自己主張の正当性が高い文脈(正当性高条件)と低い文脈(正当性低条件)を設定して刺激場面
が作成された。各場面における教示は Table 2-1 の通りであった。 
各参加者は，場面 1 から 3 のそれぞれ正当性高・低両条件(計 6 場面)について，自由記述
で回答した。正当性高条件と正当性低条件の提示順序は参加者ごとに無作為に割り当てた。 
手続き 
参加者の自由記述(発話内容)を Microsft Excel 2003 に入力し，各自由記述における文字



















a) 正当性高条件 「ちなみに，今日は返す約束の期日を 1 週間以上過ぎています。」 





















高条件 5.10 (0.94)   5.08 (1.18)   4.84 (1.07) 
低条件 2.83 (1.16)   3.76 (1.15)   2.77 (1.13) 






対応のある t 検定を行った。その結果，場面 1(t (97) = 14.64, p < .01, r = .88)，場面 2(t (97) 
= 9.55, p < .01, r = .70)，場面 3(t (97) = 12.10, p < .01, r = .78)のそれぞれの場面において
正当性高条件の得点が正当性低条件の得点より高かった。 
正当性の文脈についての操作チェック 
Ⅱ-2-(3) 研究 2 結果 
得られたデータは回答に不備がある場合および当該の刺激場面では自己主張ができない
と回答された場合を除いて，適宜最大限のデータを分析対象とした。当該の刺激場面では
自己主張ができないと回答したのはそれぞれ，場面 1 で男性 1 名，女性 3 名，場面 3 で女




(1) 場面間の比較 各場面の参加者(有効回答)は，場面 1 で男性 44 名，女性 61 名，場面 2
で男性 45 名，女性 63 名，場面 3 で男性 42 名，女性 58 名であった。 
各場面での自己主張における冗長性の検討 
研究 2 における 3 つの場面はそれぞれ，依頼，催促，断りという異なった課題の達成を
必要とする場面である。更にそれぞれ，場面 1 は仕事という役割の関連する場面，場面 2
はお金の貸し借りという繊細な場面，場面 3 は遊びやレクリエーションに関わる場面であ
るという意味でそれぞれ異なっている。そこで，実際に各場面が等質でないことを確認す
るため，各場面における発話内容の平均文字数(Table 2-3)について，1 要因 3 水準の分散分
析を行った。 
分散分析の結果，平均文字数について場面の主効果が認められた(F (2, 134) = 74.68, p 
< .01, ηp2= .53)。文字数の差のみで 3 場面の違いを実証することはできないが，元来 3 つの
場面は異なった特徴をもつと考えられるため，また，研究 2 の目的は文脈間の比較にある










文字数 80.30 (30.86)   61.04 (31.33)   42.64 (19.97) 










各場面の正当性高・低両条件における平均文字数(Table 2-4)ついて 2 要因(文脈×性差)の分
散分析を行った。 
場面 1 場面 1 では，文脈の主効果が有意で，正当性高条件よりも正当性低条件で文字数が
多かった(F (1, 104) = 53.40, p < .01, ηp2 = .34)。また，性別の主効果も有意で，正当性高条
件(M = 45.97 (SD = 19.71))よりも正当性低条件(M = 38.53 (SD = 19.41))で文字数が多かっ
た(F (1, 102) = 5.02, p < .05, ηp2 = .34)。 
場面 2 場面 2 では，交互作用がみられた(F (1, 106) = 4.86, p < .05, ηp2 = .04)。単純主効果
の検定の結果，男性において文脈の効果が有意で，正当性高条件よりも正当性低条件にお
いて文字数が多かった(F (1, 106) = 12.41, p < .01, ηp2 = .10)。同様に，女性においても文脈
の効果が有意で，正当性高条件よりも正当性低条件において文字数が多かった(F (1, 106) = 
44.10, p < .01, ηp2 = .29)。また，正当性低条件において，女性の文字数が男性の文字数より
も多かった(F (1, 212) = 9.07, p < .01, ηp2 = .04)。 
場面 3 場面 3 では文脈の主効果のみが有意で，正当性低条件において正当性高条件よりも








正当性の文脈 正当性高条件   正当性低条件     
  M (SD)   M (SD)   n 
 
場面 1 アルバイトのシフト交代の依頼 
  
男性 32.53 (16.12)  41.56 (21.33) 
 
45 
女性 43.57 (21.32)  53.50 (22.96) 
 
28 
合計 37.63 (15..71)  47.33 (21.42) 
 
73 
  場面 2 貸したお金の返済請求       
男性 23.67 (15.07)  29.91 (15.43) 
 
46 
女性 28.97 (18.85)   39.10 (16.71)   29 




場面 3 飲み会の誘いに対する断り 
   
男性 21.93 (13.6)  24.33 (14.19) 
 
43 
女性 25.37 (12.58)   29.78 (12.56)   27 











(1) 場面間の比較 各場面の参加者(有効回答)は，場面 1 で男性 44 名，女性 62 名，場面 2
で男性 45 名，女性 62 名，場面 3 で男性 42 名，女性 58 名であった。研究 2 における 3 つ
の場面は，文字数の検討でも触れたように異なった特徴をもつ場面であると考えられる。
そこで，謝罪表現数についても場面間の差がみられるかを検討するため，場面間の平均謝
罪表現数(Table 2-3)について 1 要因 3 水準の分散分析を行った。 
その結果，場面間に有意な差が認められた(F (2, 132) = 20.67, p < .01, ηp2=.24)。文字数
の差同様に，謝罪表現数の差のみで 3 場面の違いを実証することはできないが，元来 3 つ
の場面は異なった特徴をもつと考えられるため，また，研究 2 の目的は文脈間の比較にあ





2-5)ついて 2 要因(自己主張×文脈)の分散分析を行った。 
その結果，3 場面全てにおいて有意に正当性高条件よりも正当性低条件での平均謝罪表現
数が多く文脈の主効果が認められた(場面 1：F (1, 104) = 11.35, p < .01, ηp2=.10, 場面 2：F 
(1, 105) = 19.66, p < .01, ηp2=.16, 場面 3：F (1, 98) = 40.51, p < .01, ηp2=.29)。いずれも性
差は認められなかった(場面1：F (1, 104) = 1.21, n.s., ηp2=.01, 場面2：F (1, 105) = 2.23, n.s., 











謝罪数 1.12 (1.01)   0.39 (0.74)   1.16 (0.95) 





正当性の文脈 正当性高条件   正当性低条件     
  M (SD)   M (SD)   n 
  場面 1 アルバイトのシフト交代の依頼     
男性 0.36 (0.60)  0.62 (0.78) 
 
45 
女性 0.45 (0.51)   0.62 (0.78)   29 
合計 0.46 (0.57)  0.68 (0.72) 
 
74 
  場面 2 貸したお金の返済請求       
男性 0.07 (0.33)  0.24 (0.52) 
 
46 
女性 0.21 (0.42)   0.46 (0.58)   28 




場面 3 飲み会の誘いに対する断り   
  
男性 0.28 (0.50)  0.84 (0.65) 
 
43 
女性 0.63 (0.56)   0.89 (0.70)   27 






















語尾が直接形で願望を述べた文である「願望表現」の 3 分類であった(Table 2-7)。 
各カテゴリーについて正当性高・低条件間で McNemar 検定を行った結果，いずれのカ
テゴリーにも正当性高・低条件間での有意な差(文脈の効果)は認められなかった(「直接形
表現」の正当性高条件 8.65%，正当性低条件 6.73%，「疑問形表現」の正当性高条件 80.77%，
正当性低条件 78.85%，「願望形表現」の正当性高条件 10.58%，正当性低条件 14.42%)。 






場面 1 および場面 2 における依頼表現のカテゴリー別出現比率 
 場面 1 アルバイトのシフト交代
の依頼 (N =106) 














 直接形表現 8.65% 6.73% n.s.  31.48% 11.11% ** 
 疑問形表現 80.77% 78.85% n.s.  50.00% 67.59% ** 
 願望表現 10.58% 14.42% n.s.  5.56% 4.63% n.s. 
「貸して」表現 ― ― n.s.  2.78% 5.56% n.s. 
 示唆 ― ― n.s.  8.33% 8.33% n.s. 





れる(Greenberg, Block, & Silverman, 1971)。 
正当性高・低各条件における交換条件の提示の有無について McNemar 検定を行った結
果，正当性高条件と比べ正当性低条件において有意に交換条件の提示の頻度が高かった(N 











に変わるというシフトが有意(N = 106, p < .01)に認められた。 




面 2 では，場面 1 での依頼表現の 3 分類に加えて，「貸してもらえる？」，「貸して」など「返
して」ではなく「貸して」と表現した「『貸して』表現」，「あ～，金ないなぁ」など返して
ほしいことを暗に伝える「示唆」の 5 分類であった(Table 2-7)。 
各カテゴリーについて，正当性高・低条件間で McNemar 検定を行った。その結果，正
当性高条件(31.48%)において正当性低条件(11.11%)よりも有意に「直接形表現」が多かった
(χ2 (1, N = 107) = 11.03, p < .01)。また，正当性高条件(50.00%)において正当性低条件
(67.59%)よりも有意に「疑問形表現」が少なかった(χ2 (1, N = 107) = 7.61, p < .01)。 





由」，「直接断り」の 3 要素に，本研究で多く得られた「また誘って」の要素を加えた 4 要
素を用いて分類を行った(Table 2-8)。各要素について McNemar 検定を行った結果，正当
性高条件(43 個)において正当性低条件(79 個)よりも有意に「謝罪」の出現頻度が少なかっ
た(χ2 (1, N = 100) = 23.36, p < .01)。また，正当性高条件(70 個)において正当性低条件(49






場面 3 飲み会の誘いに対する断りにおける 




低条件 McNemar 検定 
謝罪 43 79 ** 
理由 79 77 n.s. 
明示的断り 70 49 ** 
また誘って 17 23 n.s. 
Note. 値は個数，** p < .01． 
 
 
Ⅱ-2-(4) 研究 2 考察 















































Ⅱ-3 研究 3 自己主張の正当性の違いによるアサーションに対す
る聞き手の受け取り方の変化 










             a 
ご都合はいかがでしょうか？」 
         b 
 
上記の主張行動は，1 つ目の文(a)において条件 1 を満たし，2 つ目の文(b)で条件 2 を満
たすため，率直型アサーションであると考えられる。この 2 つの条件は，いずれも話し手




注 5）この研究は研究 2 と共に以下の論文として刊行されている。 
三田村仰・松見淳子 (2010a). アサーションの文脈依存性についての実験的検討：話し手と聞き手





























Ⅱ-3-(2) 研究 3 方法 
大学生 33 名(男性 9 名，女性 24 名，平均 20.61 歳(SD = 1.89)が，実験刺激として用意さ
れた 3 つの場面の内 1 つの場面に無作為に割り当てられ，人物モデルの自己主張(動画)につ







 その後，実験参加者は，1) 場面と文脈の教示文の音読，2) 場面と文脈を頭の中でイメー
ジする，3) パソコン画面による人物モデルの自己主張(直接型と間接型)の動画の視聴，4) 印
象評定用の質問紙への回答，を計 4 回(人物モデルの自己主張 2 パターン×正当性の文脈 2
パターン)繰り返した。 
(1) 場面と文脈についての教示文 場面の教示については，研究 2 で使用した 3 場面
(Table2-1, 本稿 p. 36)について，参加者が自己主張の聞き手となるように，文章を修正し
て用いた。修正した場面の教示は次のものであった。 
実験刺激 
(a) 場面 1：アルバイトのシフト交代の依頼 
「あなたはあるアルバイトをしています。いまあなたはアルバイトが終わり，帰り支
度をしています。すると，アルバイト仲間があなたの所に近づいてきました。」 









(2) 人物モデルの自己主張 (直接型と間接型) 率直型アサーションについての文献(平木, 
1993; Lange & Jakubowski, 1976)を基に，率直型アサーションおよび非主張的行動にそれ
ぞれ対応させた人物モデルによる「直接型自己主張」と「間接型自己主張」の動画をそれ









(a) 場面 1での自己主張  
直接型自己主張：「来週用事が出来ちゃってバイト出られへんくなったから代わっても
らえへんかな？」(37 文字分，7 秒) 
間接型自己主張：「ちょっとお願いがあるんやけど，急用ができてしまって，バイト出
られへんくなってんか。申し訳ないんやけど，バイト代わってもら




(b) 場面 2での自己主張  
直接型自己主張：「前貸した千円返してもらいたいんやけど，いい？」 
(22 文字分，5 秒) 
間接型自己主張：「前貸した千円のこと覚えてる？ごめんやねんけど，ちょっと返して
もらいたいんやんか。ごめんな。」(45 文字分，9 秒) 
(c) 場面 3での自己主張  
直接型自己主張：「用事があるから行けへんわ。また誘って。」(19 文字分，5 秒) 
間接型自己主張：「ごめん用事があって行けへんねん。ほんまごめん。また誘って。」 
(29 文字分，6 秒) 




い」，「誠実な」，「不誠実な」の 4 つのダミー項目をランダムに並べた計 6 項目の質問紙を
作成した。この質問紙について 8 名の大学院生が評定をおこなった。各項目は「あてはま
る(5 点)」から「あてはまらない(1 点)」までの 2 件法であった。 
人物モデルの自己主張の操作チェック 
場面ごとの直接型自己主張および間接型自己主張の人物モデルにおける評価得点の平均
値および標準偏差を Table 3-1 に示す。「堂々とした印象」得点について対応のある t 検定
をおこなった結果，場面 1(t (6) = 4.25, p < .05, r = .85)および場面 3(t (6) = 7.18, p < 01, r 
= .94)において直接型自己主張が同じ場面における間接型自己主張よりも「堂々とした」印
象であることが示された。場面 2 においては直接型自己主張は同じ場面の間接型自己主張
と比べ，「堂々とした」得点に有意差はみられなかった(t (6) = 1.98, n.s., r = .60)。 
また「すまなそうな印象」得点について対応のあるｔ検定をおこなった結果，場面 1(t (6) 
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における評価得点の平均値および標準偏差 (N = 8) 
人物モデル 直接型自己主張 間接型自己主張   
  M (SD) M (SD)   
場面 1 アルバイトのシフト交代の依頼  
「堂々とした」 3.63 (1.51) 1.88 (0.83) 
 
「すまなそうな」 3.50 (1.20) 4.88 (0.35) 
 
場面 2 貸したお金の返済請求  
「堂々とした」 4.00 (1.31) 2.88 (1.46) 
 
「すまなそうな」 1.38 (4.38) 4.38 (1.06) 
 
場面 3 飲み会の誘いに対する断り  
「堂々とした」 4.63 (0.52) 1.75 (0.71) 
 






(3) 印象評定用の質問紙 (a) 自己主張に対する快・不快感情：人物モデルの自己主張に対
して聞き手が喚起する快・不快感情を測定するため，佐藤・安田(2001)の作成した日本語版
PANAS を使用した。日本語版 PANAS は，快項目(PA 因子)8 項目，不快項目(NA 因子)8








点)」の 4 件法であった。 
(c) 自己主張から受ける聞き手の負担感(以下，負担感)：人物モデルの自己主張によっ
て聞き手がどの程度負担感をもつかを測定するため，加藤(2001)の認知的評価尺度から脅威




手の振る舞いは不適切だと思う」の 2 項目について「非常にそう思う(4 点)」から「全くそ
う思わない(1 点)」の 4 件法で評定させた。2 つ目の項目は逆転項目として 2 項目の合計得
点を使用した。 
Ⅱ-3-(3) 研究 3 結果 




(Table 3-2)において場面の主効果がみられるかを検討するため 1要因 3 水準(参加者間計画)
の多変量分散分析を行った。その結果，友人満足感の尺度得点(場面 1：9.23 (SD = 3.64)，
場面 2：11.68 (SD = 4.02)，場面 3：9.73 (SD = 3.64))において場面の主効果が認められた
(F (2, 129) = 5.14, p < .01, ηp2 = .07)。また，負担感感の尺度得点(場面 1：6.25 (SD = 2.95)，
場面 2：4.41 (SD = 1.76)，場面 3：6.25 (SD = 2.95))において場面の主効果が認められた(F 
(2, 129) = 9.68, p < .01, ηp2 = .13)。適切さの尺度得点(場面 1：7.23 (SD = 1.44)，場面 2：
8.14 (SD = 1.09)，場面 3：7.23 (SD = 1.44))において場面の主効果が認められた(F (2, 129) 
= 6.99, p < .01, ηp2 = .10) 










PA 14.86 (6.93)   13.80 (6.83)   14.86 (6.93) 
NA 22.16 (6.74)   24.45 (8.28)   22.16 (6.74) 
友人満足感 9.23 (3.64)   11.68 (4.02)   9.73 (3.64) 
負担感 6.25 (2.95)   4.41 (1.76)   6.25 (2.95) 
適切さ 7.23 (1.44)   8.14 (1.09)   7.23 (1.44) 
Note.  括弧内は SD.  PA (Positive affect)：人物モデルの自己主張に対する快感情，NA (Negative 
affect)：人物モデルの自己主張に対する不快感情．友人満足感：人物モデルの自己主張に対する友人
関係満足感，負担感：人物モデルの自己主張による負担感，適切さ：人物モデルの自己主張に対する





ため，各尺度得点を従属変数として場面ごとに，2 要因 2 水準(文脈×自己主張)の分散分析
(参加者内計画)を行った。場面ごとの各尺度得点を Table 3-3 に示す。 
各場面における文脈と自己主張方略の効果 
(1) 場面 1：アルバイトのシフト交代の依頼 友人満足感得点において，自己主張(F (1, 10) 
= 16.0, p < .011, ηp2 = .62)と文脈(F (1, 10) = 53.86, p < .01, ηp2 =.84)の主効果がそれぞれ有
意であった。友人満足感得点は，直接型自己主張(M = 10.70 (SD = 4.55))よりも間接型自己
主張(M = 14.4 (SD = 4.81))で，また正当性低条件(M = 9.18 (SD = 2.84))よりも正当性高条
件(M = 16.00 (SD = 4.38))において，それぞれ高得点でより満足であると評価された。 
負担感得点において，自己主張(F (1, 10) = 33.09, p < .01, ηp2 =.77)と文脈(F (1, 10) = 
30.56, p < .01, ηp2 =.75)の主効果がそれぞれ有意であった。負担感得点は，間接型自己主張
(M = 5.68 (SD = 2.38))よりも直接型自己主張(M = 7.55 (SD = 2.72))で，また正当性高条件 
(M = 4.95 (SD = 1.68))よりも正当性低条件(M = 8.27 (SD = 2.51)) において，それぞれ高得
点でより負担感が大きいと評価された。 
適切さ得点については，自己主張(F (1, 10) = 62.55, p < .01, ηp2 =.86)と文脈(F (1, 10) = 
15.78, p < .01, ηp2 =.61)の主効果，交互作用(F (1, 10) = 6.29, p < .05, ηp2 =.39)がそれぞれ認
められた。単純主効果の検定を行った結果，正当性低条件の文脈において，間接型自己主
張(M = 6.46 (SD = 1.88))が直接型自己主張(M = 3.55 (SD = 1.23))よりも有意に高得点でよ
り適切であると評価された(F (1, 20) = 38.93, p < .01, η2 = .91)。更に，直接型自己主張にお
いて，正当性高条件(M = 6.46 (SD = 1.23))よりも正当性低条件(M = 3.55 (SD = 1.23))で有








正当性の文脈と自己主張方略を独立変数とした場面ごとの各尺度得点 (N = 33) 
自己主張 直接型自己主張   間接型自己主張 
正当性の文脈 正当性高条件 正当性低条件 
 
正当性高条件 正当性低条件 
  M (SD) M (SD)  M (SD) M (SD) 
  場面 1 アルバイトのシフト交代の依頼 (n = 11)   
PA 15.91 (4.99) 13.64 (2.80) 
 
15.00 (3.87) 14.27 (3.44) 
NA 20.60 (5.99) 24.91 (7.02) 
 
19.64 (6.20) 22.09 (6.69) 
友人満足感 14.09 (4.04) 7.36 (1.50) 
 
17.82 (3.95) 11.00 (2.72) 
負担感 5.73 (1.68) 9.36 (2.34) 
 
4.18 (1.33) 7.18 (2.27) 
適切さ 6.46 (1.23) 3.55 (1.23) 
 
7.36 (0.77) 6.46 (1.88) 
  場面 2 貸したお金の返済請求 (n = 11)   
PA 14.18 (8.57) 16.82 (8.24) 
 
11.55 (4.059) 12.64 (5.03) 
NA 25.91 (7.92) 21.00 (8.74) 
 
28.55 (8.20) 22.36 (7.05) 
友人満足感 10.78 (3.88) 12.36 (3.32) 
 
11.45 (4.50) 12.18 (4.60) 
負担感 4.45 (1.92) 4.36 (1.86) 
 
4.73 (1.85) 4.09 (1.58) 
適切さ 7.54 (0.66) 6.82 (1.23) 
 
7.36 (0.77) 6.82 (1.23) 
  場面 3 飲み会の誘いに対する断り (n = 11)   
PA 16.36 (8.45) 15.45 (6.50) 
 
13.27 (5.64) 14.36 (7.43) 
NA 21.36 (7.58) 22.45 (6.29) 
 
20.64 (6.79) 24.18 (6.74) 
友人満足感 9.36 (3.53) 8.09 (2.70) 
 
11.18 (4.31) 10.27 (3.58) 
負担感 6.00 (3.19) 7.27 (3.07) 
 
5.45 (2.58) 6.27 (3.04) 
適切さ 6.36 (0.64) 5.27 (1.48)   7.09 (0.79) 6.18 (1.80) 







(2) 場面 2：貸したお金の返済請求 NA(不快感情)得点において，文脈の主効果が有意で(F 
(1, 10) = 10.71, p < .01, ηp2 =.51)，正当性低条件(M = 21.68 (SD = 7.78))より正当性高条件
(M = 27.23 (SD = 7.98)) において，高得点でより不快感情が喚起されると評価された。 
(3) 場面 3：飲み会の誘いに対する断り PA(快感情)得点において自己主張の主効果が有意
で(F (1, 10) = 6.25, p < .01, ηp2 =.39)，直接型自己主張(M = 15.91 (SD = 7.37))が間接型自
己主張(M = 14.36 (SD = 6.04))よりも高得点で快感情が喚起されると評価された。 
友人満足感得点において，自己主張の主効果が有意で(F (1, 10) = 5.71, p < .01, ηp2 =.36)，
間接型自己主張(M = 9.64 (SD = 3.85))の方が直接型自己主張(M = 8.73 (SD = 3.13))よりも
高得点で，より望ましい友人であると評価された。 
適切さ得点において，自己主張の主効果が有意で(F (1, 10) = 9.64, p < .01, ηp2 =.49)，直
接型自己主張(M = 5.82 (SD = 1.30))よりも間接型自己主張(M = 6.18 (SD = 1.53))において
高得点で，より適切であると評価された。 






仮説 2 については，部分的に支持され，場面 1 のアルバイトのシフト交代の依頼におい
て，自己主張と文脈の交互作用が有意で，正当性が低い文脈で，間接型の主張行動の方が
直接型の主張行動よりも適切であると評価された。 
Ⅱ-3-(4) 研究 3 考察 





































各場面における仮説の検証結果は次の通りであった。場面 1 では仮説 1 が支持され，仮
説 2 も部分的に支持された。場面 2 では仮説 1 と反対の結果が示され，仮説 2 は支持され
なかった。場面 3 では仮説 1 が支持され，仮説 2 も部分的に支持された。 
全場面についてのまとめ 
3 つの場面を通して，概して間接型自己主張が直接型自己主張よりも望ましく評価されて
いた。この研究 3 の結果は，海外の先行研究(e.g., Epstein, 1980; Hull & Schroeder, 1979; 



























































者に間接型自己主張の形態も教授する AT プログラムを開発し，その効果について検討した。 
 
Ⅲ-1 研究 4 機能的アサーション・トレーニング・プログラム 
に対するニーズアセスメント： 
発達障害児の保護者から教師への主張行動 



































































Ⅲ-1-(2) 研究 4 目的 
研究 4 では，保護者から教師への効果的な主張行動を指導する AT プログラムを開発する
ためのニーズアセスメント(安田・渡辺, 2008)をおこなった。研究 4 の目的は，発達障害児
の保護者を対象に教師とのコミュニケーションについての実態を把握することであった。 
Ⅲ-1-(3) 研究 4 方法 
 研究 4 での実態調査に当たっては，NPO 法人 A による協力を得た。NPO 法人 A は近畿
圏にある団体で，発達障害についての啓発活動をおこなう NPO 法人である。2010 年 10 月





 調査は 2 回に分けて実施された。第 1 回調査は，2009 年 3 月 NPO 法人 A のおこなった
講演会の会場にて実施した。対象は，NPO 法人 A の広報によって講演会を知り事前申し込
みにより当日集まった参加者(保護者)であった。第 2 回調査は，2009 年 7 月，B 市教育委
員会主催の NPO 法人 A による講演会(保護者向けの発達障害についての啓発講座)にて実施





























Ⅲ-1-(4) 研究 4 結果と考察 
調査対象者である保護者 164 名の内，調査協力に同意の得られた回答者数は計 138 名で
あった。回答者 138 名の平均年齢は 39.2 歳(SD = 5.7)であった。回答者と子どもとの間柄
の内訳は，母親 131 名，父親 2 名，祖父 1 名，祖母 1 名，無回答 3 名であった。 
回答者の基本情報 
回答者における子どもの年齢は 5 歳から 26 歳の間で，平均 7.6 歳(SD = 1.3)であった。
子どもの性別の内訳は男子 46 名，女子 30 名であった。自由記述による「子どもの特徴お
よび診断等(正式な診断に限らない)」は次の通りであった(複数回答あり)。「自閉症(3 名)」，
「高機能自閉症(6 名)」，「アスペルガー障害(9 名)」，「広汎性発達障害(13 名)」，「発達障害(2
名)」，「軽度発達障害」，「非定形自閉症(1 名)」，「自閉傾向(1 名)」，「学習障害(LD)(5 名)」，
「自閉症スペクトラム(7 名)」，「知的障害(2 名)」，「注意欠陥/多動性障害(AD/HD)(10 名)」，
「脳性まひ(1 名)」，「成長ホルモン分泌不全(1 名)」，「場面緘黙(1 名)」，「反抗挑戦性障害(1
名)」，「聴覚・言語・知的・運動障害(1 名)」，「その他の何らかの特徴(人見知り，不注意，
わがまま，身支度が遅いなど)(29 名)」，「健常児(2 名)」，未記入(43 名)。 
保護者における回答結果をFig. 4-1～4-4に示す(自由記述による回答の抜粋は付録1に示
す)。回答結果によれば，91%の保護者が子どもの事について教師との話し合いの機会を期














































































Ⅲ-2 研究 5 機能的アサーション・トレーニング・プログラム 
の開発：発達障害児の保護者向けプログラム 
Ⅲ-2-(1) 研究 5 序 
 研究 4 において，発達障害児の保護者のもつ教師との円滑なコミュニケーションに対す
る期待が明らかになった。そこで研究 5 では，機能的アサーションに基づく AT，すなわち
機能的 AT プログラムを開発することとした。 




プログラムの一部に Fisher & Shapiro (2005)を参考にした腕相撲のエクササイズを導入し
た。率直型アサーションに基づく AT では，心理教育(Alberti & Emmons, 1970)や認知再構










三田村仰・松見淳子 (2009). 発達障害児の保護者向け機能的アサーション・トレーニング. 行動












1981; 松見, 2003; Sturmey, 1996)。特に，研究 5 では，トレーニング参加者(話し手)に対
しての聞き手に当たる担任教師の行動に注目した機能的アセスメントを行った。アセスメ
ントは，著者が NPO 法人 A を通して，NPO 法人 A 主催の発達障害の家族が集まる自由な





く，(b) 依頼内容が抽象的であると考えられた。既に述べたように Brown & Levinson 










頼において妥協してはいけない」といった言語的ルール(Hayes, 1989; 田中・嶋崎, 2007)
は，感謝や配慮の表現を抑制し，強行的な保護者による依頼・相談行動を引き出している
と考えられる。 











参加者(保護者) 年齢 子の診断等 保護者の不安要素 
A 39 AD/HD，アスペルガー症候群 対人的コミュニケーション 
B 39 自閉症 学校適応全般 
C 30 AD/HD 暴力行動(他の子を噛む，蹴るなど) 
D 38 注意欠陥 学校適応全般 
E 28 特定不能の全般性発達障害 学校適応全般 





X 年 3－4 月，NPO 法人 A にて 2 時間半を 3 セッション実施した。 
実施場所・実施時期 






ーニング開始時との 2 時点(3 月 18 日から 29 日)，介入期として，第 2 回トレーニング内と
第 3 回トレーニング終了時との 2 時点(4 月 4 日から 7 日)，フォローアップとして，トレー
ニング終了約一ヵ月後(5 月 8 日から 29 日)の計 5 時点での面談ロールプレイ・アセスメン
トをおこなった。 





グラム全体の構成を Table 5-2 に示す。 
第 1 セッション 機能的アサーションについての心理教育を中心におこなった。 
①腕相撲のエクササイズ：効果的なコミュニケーションとは勝負ではないことを伝える
為，Fisher & Shapiro (2005)の腕相撲のエクササイズを参考に，保護者と教師のコミュニ












 目標 主な技法 





































b) 非主張型，c) 機能的アサーションの 3 つの保護者のモデルが，1. 学校での予定変更が
ある場合連絡して欲しい，2. 子どもの板書が難しいだろうことについて相談したい，とい














かけしますが」などの配慮を示す前置きの言葉である a) クッション言葉(窪田, 1992, p. 
125)や「もし～のようにしていただけると大変ありがたいです。(「～してください」の代






















の前で発表しながら目標を明確にした(Nezu & D'Zurilla, 1981)。トレーナーは，参加者に，
それぞれが挙げた目標を常に意識し，目標から逸れないように具体的な依頼・相談をおこ
なうことが大切であると教示した。 








































分類コード 内容 κ 係数 

























が具体性・明瞭さの評定をおこなった。現役教師 5 名(男性 2 名，女性 3 名)の平均教師歴(小





















ールプレイを 5 点，もっとも望ましさが低いとランク付けされた面談ロールプレイを 1 点
として得点化した。 
参加者によるプログラム評価 各参加者に介入期第 3 セッションの終わりに，1) プログラ
ム全体の理解度について，「よくわかった(5)」から｢全くわからなかった(1)｣，2) プログラ
ムがどれくらい役立つと思うかについて，「非常に役立ちそう(5)」から｢全く役立たなそう
(1)｣のそれぞれ 5 件法で評定を求めた。 
また，各参加者にフォローアップの際に，1) トレーニング効果をどれくらい実感できた
かについて「非常に実感できた(5)」から「全く実感できなかった(1)」の 5 件法，2) どれく
らい実際の場面で役立ったかについて「非常に役立った(5)」から「全く役立たなかった(1)」
の 5 件法で評定させた。 
Ⅲ-2-(3) 研究 5 結果 
配慮・感謝表現の出現頻度 2 名の大学院生が面談ロールプレイの逐語記録について敬意・
配慮表現のリストをもとに各コードの出現頻度をカウントした。各コードについて評定者
間の一致率を算出した。研究 5 では κ = .63～1.00 の値が得られ一致率は十分に高いもので
あった(Table 5-3)。 
介入効果 
Fig. 5-1.は，5 名の参加者の面接場面における 1 分間当たりの敬意・配慮表現の出現頻度
のグラフである。5 名のいずれについてもベースライン期(M = 4.95, SD = 0.31)から介入期
(M = 5.95, SD = 0.72)にかけて右上がりの増加傾向が認められた。また，フォローアップ(M 
= 5.25, SD = 0.64)については，ベースライン期と介入期と比較した際，上昇(参加者 E)，維






















































依頼・相談の具体性・明瞭さ得点 Fig. 5-2 は 5 名の参加者における面接ロールプレイの依
頼・相談の具体性・明瞭さ得点のグラフである。5 名いずれもベースライン期(M = 4.15, SD 
= 1.15)に対し介入期において高い得点(M = 5.70, SD = 1.07)を示している。介入期と比較す
るとフォローアップでは参加者 B, D においては得点を比較的維持し(5 点，5.5 点)，参加者


























































付け得点のグラフである。5 名いずれもベースライン期(M = 2.10, SD = 0.70)に対し介入期
(M = 4.05, SD = 1.00)において高い得点を示している。参加者 A と E においてはフォロー
アップで低下(それぞれ 1.5 点，1 点)がみられた。 
社会的妥当性 
①符号検定：教師による望ましさのランク付け得点を元にベースライン期 1 回目と介入




とが示された(ベースライン期 < 介入期ケース 90.9％，ベースライン期 > 介入期ケース




















































て，「プログラムの理解度」の平均得点は 4.8 (SD = 0.45)，「どれくらい役立つと思うか」
の平均得点は 5 (SD = 0.0)で非常に高い値であった。また，フォローアップの時点でのプロ
グラム評価については，「トレーニング効果の実感」が 4.2 (SD = 0.40)，「トレーニングが
実際に役立ったと思うか」は 4 (SD = 0.00)と高かった。 
Ⅲ-2-(4) 研究 5 考察 






ーニングは機能的アサーションに基づく AT であり，参加者は従来の AT では教えられるこ
とのなかった間接表現についても“より丁寧な表現”として教示された。 





























































研究 5 の課題 研究 5 は，発達障害児の保護者向け AT プログラムについてのパイロット・
スタディであり，今後もいくつかの検討事項が残されている。 
①対象者：本研究の参加者は，特定の発達障害に関する NPO 法人会員に限定されていた。























Ⅲ-3 研究 6 発達障害児の保護者向け機能的アサーションにおけ
る感謝表現の増加 
Ⅲ-3-(1) 研究 6 序 
 研究 5 では，発達障害児をもつ保護者を対象に，小学校の担任教師に対し，子どもへの
支援の依頼・相談を効果的におこなうための保護者向け機能的 AT プログラム(三田村・松


































 そこで，研究 6 では，感謝表現の増加を目指したプログラムを実施し，プログラムによ
る感謝表現の増加と，それに伴う聞き手の反応を検討することを目的とした。 









 参加者は，発達障害児の母親 9名(平均年齢 37.9歳，子どもの年齢は 6歳-10歳)であった。
子どもの特徴もしくは診断名は，「アスペルガー症候群(1 名)」，「AD/HD(1 名)」，「広汎性発
達障害性(3 名)」，「発達障害(1 名)」，「高機能自閉症(2 名)」，「軽度知的発達遅滞(1 名)」，「自
閉症スペクトラム(1 名)」であった。 
参加者 
参加者を 5 名ずつに分け，同一のプログラムをそれぞれ X 年 9 月と同年 11 月に，NPO
法人 A 事務所にて 2 時間半を 2 セッション実施した。10 名中 1 名は，本プログラム参加が
２回目であったため，分析からは除外した。 
実施場所・実施時期 













であった。第 1 セッションの主要なトレーナーを共同研究者(関西学院大学 田中善大 氏)
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が，第 2 セッションの主要なトレーナーを著者がそれぞれ担当した。 
トレーニングの目標は研究 5 のオリジナル版(三田村・松見, 2009)同様に，発達障害児の
保護者が 4 月におこなわれる初めての担任教師との面談において効果的に依頼・相談がお
こなえることであった。標的行動は 1) 依頼・相談時の配慮・感謝表現および 2) 具体的で
明確な依頼・相談行動で，これらの増加を目標とした。 





1) 第 1 セッション (研究 6 におけるベースライン期) 










て IC レコーダーを用いて音声を録音した。設定は参加者である保護者が 4 月に担任と初め




































補助者をおこなっている学部学生 1 名と大学院生 6 名の協力を得た。評定者の平均年齢は
22.86 歳(SD = 1.35)で，男性 2 名，女性 4 名であった。評定者の平均教員補助歴は 14.71
ヶ月(SD = 11.97)であった。 
2) 評定項目 評定内容は，参加者の発話が，a) 聞き手である教師側からみてどの程度感謝
されていると受け取られるかと，b) 教師による支援についての言及の直後の参加者の発話












ったと感じる」の 2 つで，これらについても 5 件法で評定させた。 
Ⅲ-3-(3) 研究 6 結果 
「教師による支援への言及」として抽出された個所は全部で 44 箇所であった(平均 1.25
回/面談ロールプレイ 1 回につき)。 




















その結果，感謝表現有り群(M = 3.96 (SD = 0.79))は，感謝表現無し群(M = 2.37 (SD = 
0.86))と比べ，有意に認知された感謝得点が高かった(F (1, 42) = 40.47, p < .001, ηp2 = .49)。























向がみられた。そこで，感謝表現の全体群(N = 44)，感謝表現有り群(n = 25)，感謝表現無
し群(n = 19)のそれぞれに分けて，認知された感謝得点と支援への動機づけ得点についてピ
アソンの相関係数を算出した。その結果，それぞれの相関係数は，感謝表現の全体群で r 





Fig.6-2.  認知された感謝得点と支援への動機づけ得点の散布図． 















Fig. 6-3． 認知された感謝得点および支援への動機づけ得点の変化 
 (N = 9)． 
 
 
Ⅲ-3-(4) 研究 6 考察 
研究 6 では，感謝表現の増加を目指したプログラムを実施し，プログラムによる感謝表
現の増加と，それに伴う聞き手の反応を検討した。その結果，プログラムによって，参加
者の感謝表現が増加し，研究 5 と同様の結果が得られた。 
面談ロールプレイでは以下のようなやり取りがみられた。T は担任教師，M は参加者の



























































































丁寧な主張行動がより当てはまると考えられる(Brown & Levinson, 1978)。この法則性に
ついては，既にいくつかの実証研究(Holtgraves & Yang, 1990; Holtgraves, 1994)によって
支持されつつあり，文化普遍的な理論(Brown & Levinson, 1978)であると考えられている。 
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付録 1 保護者の自由記述の回答結果(抜粋) 
   



















































































































































































 「片づける」 → 「積み木を箱に入れて」














視覚的な手がかり 指さ カ に
支援方法：手がかり（プロンプト）
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答えになればと思います。ありがとうございました。NPO 法人 発達障害を考える会 TRY
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